
吉田町建設工事等の入札及び契約等に関する情報公表要綱 

（平成２０年１１月１３日） 

（要綱第４０号） 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町が発注する建設工事について、公共工事の入札及び契約の適

正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）の趣旨を遵守した情報の公

表を行うに当たり、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令

（平成１３年政令第３４号。以下「政令」という。）に定めるもののほか必要な事

項を定めるとともに、測量、調査、設計又は監理の委託、道路、河川、公園又は会

館等公共施設の維持管理に関する業務の委託、物品の買入れ及び物件の借入れ（以

下「業務委託等」という。）に係る入札及び契約の過程並びに契約の内容（以下「入

札・契約手続」という。）に関する事項を公表するために必要な事項を定めるもの

とする。 

（公表の基本原則） 

第２条 建設工事及び業務委託等の契約に関する事項は、次に掲げるものを除き、公

表することを原則とし、次条、第４条及び第５条に規定するもの以外の公表は、吉

田町情報公開条例（平成１２年吉田町条例第５１号）の規定に基づくものとする。 

⑴ 設計金額、工事価格、業務価格、物品価格及び借入価格 

⑵ 調査基準価格及び同入札書比較価格 

⑶ 最低制限価格及び同入札書比較価格 

⑷ 契約の相手方の印鑑の印影 

（建設工事の発注見通しに関する事項の公表） 

第３条 政令第５条の規定に基づく公表は、予定価格が１３０万円を超えると見込ま

れる建設工事を対象として行うものとする。 

２ 前項の公表は、総務課が作成した建設工事発注見通し一覧表（様式第１号）を総

務課の指定する場所において閲覧する方法及び町のホームページに掲載する方法

で行うものとする。 

（建設工事の入札・契約手続に関する事項の公表） 

第４条 政令第７条第１項第１号から同項第３号までの規定に基づく建設工事に係

る公表は、次に掲げるものを総務課の指定する場所において閲覧する方法及び町の

ホームページに掲載する方法で行うものとする。 

⑴ 政令第７条第１項第1号の規定に基づく公表 吉田町制限付き一般競争入札実

施要領（平成１９年吉田町要領第１５号）及び一般競争（指名競争）参加資格審

査申請者一覧表（様式第２号） 

⑵ 政令第７条第１項第２号の規定に基づく公表 吉田町抽選型指名競争入札実

施要領（平成１５年吉田町要領第７号）及び吉田町抽選型指名競争入札実施要領

第５条第２項に規定する抽選型指名競争入札参加者名簿 

⑶ 政令第７条第１項第３号の規定に基づく公表 吉田町抽選型指名競争入札実

施要領 

２ 政令第７条第２項第１号から第１０号までの規定に基づく公表は、次に掲げるも

のを総務課の指定する場所において閲覧する方法及び町のホームページに掲載す

る方法で行うものとし、公表の対象は、予定価格が１３０万円を超えるものとする。 

⑴ 政令第７条第２項第１号の規定に基づく公表 発注する建設工事ごとに行う



入札公告 

⑵ 政令第７条第２項第２号の規定に基づく公表 吉田町制限付き一般競争入札

実施要領第１９条第２項に規定する入札結果表 

⑶ 政令第７条第２項第３号の規定に基づく公表 吉田町抽選型指名競争入札実

施要領第１６条第３項第３号に規定する入札結果表 

⑷ 政令第７条第２項第４号及び同項第５号の規定に基づく公表 吉田町制限付

き一般競争入札実施要領第１９条第２項に規定する入札結果表及び吉田町抽選

型指名競争入札実施要領第１６条第３項第３号に規定する入札結果表 

⑸ 政令第７条第２項第６号の規定に基づく公表 低入札価格調査の概要（様式第

３号） 

⑹ 政令第７条第２条第７号の規定に基づく公表 吉田町抽選型指名競争入札実

施要領第１６条第３項第３号に規定する入札結果表 

⑺ 政令第７条第２項第８号に規定に基づく公表 発注する建設工事ごとに行う

入札公告における総合評価説明書及び吉田町建設工事総合評価一般競争入札試

行要領（平成１９年吉田町要領第１７号）第１２条に規定する入札結果表 

⑻ 政令第７条第２項第９号及び同項第１０号の規定に基づく公表 契約結果表

（様式第４号） 

３ 政令第７条第３項の規定に基づく公表は、契約結果表を総務課の指定する場所に

おいて閲覧する方法及び町のホームページに掲載する方法で行うものとし、公表の

対象は、予定価格が１３０万円を超えるものとする。 

４ 前３項の公表用資料のうち、第２項第１号の入札公告、同項第７号の総合評価説

明書、同項第８号の契約結果表及び前項の契約結果表は、建設工事を発注する担当

課が作成して総務課に資料提供するものとし、入札公告、総合評価説明書及び契約

結果表以外の資料は、総務課において作成するものとする。 

（業務委託等の入札・契約手続に関する事項の公表） 

第５条 業務委託等の入札・契約手続に関する事項の公表は、政令第７条第１項第２

号及び同項第３号、同条第２項第３号、同項第４号、同項第５号、同項第９号及び

同項第１０号並びに同条第３項の規定に準じて行うものとする。 

２ 前項の規定による政令第７条第１項第２号及び同項第３号の規定に準じる公表

は、次に掲げるものを総務課の指定する場所において閲覧する方法及び町のホーム

ページに掲載する方法で行うものとする。 

⑴ 政令第７条第１項第２号の規定に準じる公表 吉田町指名競争入札実施要領

（平成２０年吉田町要領第９号）及び一般競争（指名競争）参加資格審査申請者

一覧表 

⑵ 政令第７条第１項第３号の規定に準じる公表 吉田町指名競争入札実施要領 

３ 第１項の規定による政令第７条第２項第３号、同項第４号、同項第５号、同項第

９号及び同項第１０号の規定に準じる公表は、次に掲げるものを総務課の指定する

場所において閲覧する方法及び町のホームページに掲載する方法で行うものとし、

公表の対象は、予定価格が吉田町財務規則第２０４条第１項の表中２の項から６の

項までに規定する額を超えるものとする。 

⑴ 政令第７条第２項第３号の規定に準じる公表 吉田町指名競争入札実施要領

第１０条に規定する入札結果表 

⑵ 政令第７条第２項第４号及び同項第５号の規定に準じる公表 吉田町指名競

争入札実施要領第１０条に規定する入札結果表 



⑶ 政令第７条第２項第９号及び同項第１０号の規定に準じる公表 契約結果表 

４ 第１項の規定による政令第７条第３項の規定に準じる公表は、契約結果表を総務

課の指定する場所において閲覧する方法及び町のホームページに掲載する方法で

行うものとし、公表の対象は、予定価格が吉田町財務規則第２０４条第１項の表中

２の項から６の項までに規定する額を超えるものとする。 

５ 前３項の公表用資料のうち、第３項第３号及び前項の契約結果表は、業務委託等

を発注する担当課が作成して総務課に資料提供するものとし、契約結果表以外の資

料は、総務課において作成するものとする。 

（公表する期間） 

第６条 第３条第２項の規定に基づき資料を公表する場合の公表期間は、公表するこ

とができるようになったときから公表した日の属する年度の年度末までとする。 

２ 第４条第２項及び前条第３項の規定に基づき資料を公表する場合の公表期間は、

公表することができるようになったときから建設工事又は業務委託等に係る契約

日の属する年度の翌年度末までとする。 

３ 公表した入札結果表及び契約結果表は、前項の公表する期間が終了した後も、１

年間は保存するものとし、当該保存期間内において公表することを求められた場合

には、閲覧の方法により公表することができるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成２１年１月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日要綱第１６号） 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 



様式第１号（第３条関係） 

 

建設工事発注見通し一覧表 

  年  月  日現在 

番号 工事の名称 工事の場所 工事の期間 工事の種別 工事の概要 入札及び契約の方法 入札時期 担当課 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

注）１ この発注見通しは、公表時点のものであり変更されることがあります。 

２ ここに記載されていない工事が発注されることもあります。



様式第２号（第４条・第５条関係） 

 

一般競争（指名競争）参加資格審査申請者一覧表 

  年  月  日現在 

受付番号 商号又は名称 
所管土木・ 

都道府県 
住     所 電話番号 業   種 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      



様式第３号（第４条関係） 

 

低入札価格調査の概要 

 

工 事 名 
 

 

工 事 箇 所  

入 札 年 月 日   年  月  日 入 札 番 号 第   号 

予 定 価 格  入札書比較価格  

入 札 価 格  落 札 率  

調 査 対 象 業 者 名  資 料 提 出 日   年  月  日 

 

調査内容 

調 査 事 項 調  査  内  容 

⑴ その価格により入札した理

由 
 

⑵ 手持工事の状況（対象工事

現場付近及び関連工事） 
 

⑶ 手持工事の状況（施工中の

低入札価格調査対象工事、他

機関工事も含む） 

 

⑷ 契約対象工事と入札者の事

務所、倉庫との関係（地理的

条件） 

 

⑸ 手持資材の状況  

⑹ 資材購入先及び購入先と入

札者との関係 
 

⑺ 手持機械数の状況  

⑻ 労務者の具体的供給見通し  

⑼ 過去に施工した公共工事名

及び発注者 
 

⑽ 建設副産物の搬出地  

⑾ 下請契約予定者等  

調 査 結 果 ま と め 

 



様式第４号（第４条・第５条関係） 

契 約 結 果 表 

入 札 番 号 第    号 種 別  

工事等の

内  容 

工 事 等 名 
 

 

工事等箇所  

概 要 

 

 

 

発注担当課  

契約関係 

契 約 方 式  
入 札 日 

（見積書徴取日） 
  年  月  日 

契約相手方

商号又は名

称 

 

契約相手方

住 所 
 

契 約 金 額  契 約 日     年  月  日 

着 手 日     年  月  日 完成(了)期日     年  月  日 

随意契約の

相手方を選

定した理由 

 

 

 

 

 

適用法令：地方自治法施行令第１６７条の２第１項第   号 

変更契約

関 係 

変 更 後 

契 約 金 額 
 変更契約日   年  月  日 

変 更 理 由 

 

 

 

 

変 更 後 

完成(了)期日 
     年  月  日 

（注）１ 「種別」欄は、「建設工事」、「業務委託」、「物品購入」、「物件借入」のいずれかを記入す

ること。 

２ 「入札日（見積書徴取日）」、「完成（了）期日」は、不要な文字を削除し作成すること。 

３ 契約方式は、「制限付き一般競争入札」、「抽選型指名競争入札」、「指名競争入札」、「随意

契約」のいずれかを記入すること。 

４ 「着手日」とあるのは、物件の借入れの契約にあっては「開始日」と、「完成（了）期日」

とあるのは、物品の買入れの契約にあっては、「納入期限」と書き換えて作成すること。 


